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平成３０年（ワ）第５１号 個人情報抹消請求事件 

原 告；三 輪 唯 夫 外３名 

被 告；岐 阜 県、 国 

 

原告第９準備書面 

 

岐阜地方裁判所 御中 

（民事第２部合議係） 

2018年 8月 20日 

上記原告ら訴訟代理人 

弁 護 士  山  田  秀  樹   

 同    笹  田  参  三   

 同    小  林  明  人 代 

 同    井  上  卓  也   

 同    山  本     妙   

 同    岡  本  浩  明 代 

同    見 田 村  勇  磨 代 

同    安  藤     博 代 

 同    樽  井  直  樹 代 

 同    原     秀  一 代 

同    清  水     勉 代 

同    武  藤  糾  明 代 
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 本準備書面においては、被告国の２０１８年６月１８日付け第１準備書面（以下、

被告国第１準備書面という）に対して主張する。 

 

第１ 本案前の答弁について 

１ 被告国第１準備書面において、被告国は、原告らが求める抹消すべき情報とし

て「岐阜県警が原告らの人格権を侵害して違法に収集したもの」が何であるかが

具体的に主張されていないとして、訴えの却下を求めている。 

２ 原告らは、原告らの情報はすべて、警察庁警備局の業務との関係では法令の根

拠なく（違法に）保有されているとの主張しているのであるから、同組織が保有

する原告らの情報という記載で抹消請求する対象の特定は足りている。 

なお、被告県が、請求が特定されていないとの主張をしていないのは、原告ら

各個人の情報の特定が可能であることの現れである。 

  したがって、被告国の本案前の答弁には理由がない。 

 

第２ 請求の原因に対する被告国の認否及び認否拒否について 

１ 被告国の対応 

 被告国第１準備書面において、被告国は、「不知」や「相被告岐阜県警に関す

る事項につき、認否の限りでない」などと認否している。しかし、以下の「不知」

という認否は、２０１５年５月２６日及び同年６月４日に開催された参議院第１

８９回国会内閣委員会での国会質疑における答弁と矛盾する。また、「認否の限

りでない」とする以下の部分については認否が可能であるから、認否すべきであ

る。 

２ 被告国の認否及び認否拒否と国会質疑の矛盾 

⑴ 原告らについて「不知」とする認否（請求の原因「第１ 当事者」「１ 原

告ら」）は虚偽である 

２０１５年５月２６日に開催された参議院第１８９回国会内閣委員会にお
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いて、山下芳生参議院議員（以下、「山下議員」という）が、公的機関におけ

る要配慮個人情報の扱いに対する認識について質疑するため、本件をとり上

げた。山下議員は、本件をスクープした２０１４年７月２４日付け朝日新聞

記事を挙げ、同記事の概要として、本件の概要、２０１３年８月７日付け本

件議事録の内容及び原告三輪の本件に対する怒りを紹介した上で、山谷えり

子国家公安委員長（当時）（以下、「山谷大臣」という）に対し「岐阜県警大

垣署と中部電力の子会社シーテックがこの風力発電施設建設をめぐって情報

交換していたことは事実でしょうか」と質問した。これに対し、山谷大臣は

「大垣署の警察官が関係会社の担当者と会っていたという報告を受けており

ます。」と答弁した。 

 また、山下議員は、２０１３年８月７日付け本件議事録の原告らの個人情

報が記載された部分及び大垣警察署警備課職員がシーテック社に対し「大々

的な市民運動へと展開すると、御社の事業も進まない。平穏な大垣市を維持

したいので協力をお願いする」と述べた部分を引用した上で、警察が、原告

らの同意なしに個人情報を勝手に取得することが許されるのかと質問した。

これに対し、山谷大臣は「警察は、…警察法や各都道府県の個人情報保護条

例の規定にのっとり適正に取り扱っているものと報告を受けている」と答弁

した。 

したがって、国家公安委員会は、警察庁が岐阜県警から受けた報告を通じ、

原告らのことを知っている。そのため、被告国は、かかる国会答弁を前提と

して認否すべきである。 

⑵ 「原告らについて警察が収集した情報をシーテック社に提供する活動を行っ

たのは岐阜県警察大垣警察署の警備課の職員であり」という点（請求原因「第

１ 当事者」「２ 被告岐阜県」）、及び請求原因「第２ 事実経過」「１ 岐阜

県警とシーテック社の密談」に対する認否拒否は許されない 

   ２０１５年６月４日に開催された参議院第１８９回国会内閣委員会におい
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て、山下議員が高橋清孝警察庁警備局長（当時。以下「高橋警備局長」という）

に対し、上記⑴の第１段落に引用した山谷大臣の答弁を引用した上で、「山谷

国家公安委員長にはどのような報告がされているのか」と質問した。これに対

し、高橋警備局長は、「本件につきましては、岐阜県警察より報告を受けてお

りまして、その報告内容に基づき、事業者との面会の趣旨、日時を含む本事案

の概要やその後の対応について大臣に説明を行っております。」と答弁した。 

また、山下議員が、山谷大臣への報告では、大垣警察署の警備課長以下担当

者の誰がシーテック社の社員と会ったとされているか、担当者の名前を質問し

たところ、高橋警備局長は「面会した警備課長は二人おりまして、一人は阪上

壽秋警部、もう一人は横山裕之警部、両方大垣署の警備課長でございます。」

と答弁した。 

したがって、国家公安委員会は、岐阜県警による警察庁に対する報告を通じ、

岐阜県警察が、原告らについて警察が収集した情報をシーテック社に提供する

活動を行ったことを知っている。また、原告らについて警察が収集した情報を

シーテック社に提供したのが、岐阜県警察大垣警察署警備課の職員であること

も知っている。そのため、被告国は、かかる国会答弁を前提として、誠実に認

否すべきである。 

３ 小括 

以上の通り、国家公安委員会は、岐阜県警による警察庁に対する報告を通じて、

本件について知っている。したがって、被告国は、原告らについて不知としたり、

相被告岐阜県に関する事項であるからといって認否を拒否したりするのではな

く、認否を行うべきである。                       

 

第３ 「原告らの主張に対する被告国の反論」について（その１） 

１ はじめに 

 被告国第１準備書面の「第４ 原告らの主張に対する被告国の反論」において、
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被告国は、要旨、①最高裁の判例法上、プライバシー権が、個人の人格的権利と

して憲法１３条によって保障されたものとまでは認められないこと、②被告国に

対して積極的・具体的作為を求める権利となるプライバシーに関する個人的利益

(自己情報コントロール権)は、憲法上保障されたものではないこと、③いわゆる

消極的自由権としてのプライバシー権は、個人情報の抹消請求の根拠とはならな

いこと等について主張している。 

  これらの主張が誤りであることについて、以下のとおり反論する。 

 

２ プライバシー権が、憲法１３条によって保障されていること 

 ⑴ 被告国の主張 

   被告国は、最高裁の判例法上、プライバシー権が、個人の人格的権利として

憲法１３条によって保障されたものとまでは認められない旨の主張を行うが、

誤りである。 

⑵ 最高裁判例 

公権力によって、個人に関する情報（個人情報）をみだりに収集、保存、利

用（開示・公表）されない自由がプライバシーとして憲法１３条によって保障

されることは、①京都府学連事件判決（最高裁（大法廷）昭和４４年１２月２

４日判決）、②江沢民国家主席早稲田大学講演事件判決（最高裁（第２小法廷）

平成１５年９月１２日判決）、③住基ネット訴訟判決（最高裁（第１小法廷）

平成２０年３月６日判決）、及び④ＧＰＳ捜査違憲違法判決（最高裁平成２９

年３月１５日判決）などに照らせば、明らかである。 

 

３ プライバシー権侵害に対する差止請求権 

 ⑴ 被告国の主張 

被告国は、「プライバシー権に関しては、憲法上、仮にそれが不法行為法上

の被侵害利益として、一定の権利性が認められたとしても、被告国に対して、
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情報の差止・抹消等の一定の作為を積極的に求める具体的権利としては、プラ

イバシー権又はそれに類する人格的利益としても認められる余地はないと解

される。」旨主張する。 

 ⑵ 北方ジャーナル事件最高裁大法廷判決 

しかしながら、被告国のかかる主張は、最高裁判例に照らすなら、誤りであ

ることは明白である。 

第一に、最高裁は、名誉毀損表現に対する差止請求の可否に関して、北方ジ

ャーナル事件最高裁大法廷判決(最大判昭和６１・６・１１民集４０巻４号８

７２頁)において、次のように述べて、人格権(たる名誉権)の侵害を発生根拠

として、差止請求権を肯定した。 

   「実体法上の差止請求権の存否について考えるのに、人の品性、徳行、名声、

信用等の人格的価値について社会から受ける客観的評価である名誉を違

法に侵害された者は、・・・・・人格権としての名誉権に基づき、加害者

に対し、現に行われている侵害行為を排除し、又は将来生ずべき侵害を予

防するため、侵害行為の差止めを求めることができるものと解するのが相

当である。けだし、名誉は生命、身体とともに極めて重大な保護法益であ

り、人格権としての名誉権は、物権の場合と同様に排他性を有する権利と

いうべきであるからである」。 

⑶ 石に泳ぐ魚事件最高裁第三小法廷判決 

第二に、最高裁は、モデル小説がプライバシー権を侵害することを理由に差

止めが認められるか否かに関して、石に泳ぐ魚事件最高裁第三小法廷判決(最

大判昭和６１・６・１１民集４０巻４号８７２頁)において、次のように判示

して、原告のプライバシー権を侵害することを認め、慰謝料の支払及び公表差

止めを命じた原審判決の結論を維持した。 

   「原審の確定した事実関係によれば、公共の利益に係わらないⅩのプライバ

シーにわたる事項を表現内容に含む本件小説の公表により公的立場にな
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いⅩの名誉、プライバシー、名誉感情が侵害されたものであって、本件小

説の出版等によりＸに重大で回復困難な損害を被らせるおそれがあると

いうべきである。したがって、人格権としての名誉権等に基づくⅩの各請

求を認容した判断に違法はなく、この判断が憲法２１条１項に違反するも

のでないことは、当裁判所の判例(最高裁昭和４１年(あ)第２４７２号同

４４年６月２５日大法廷判決・刑集２３巻７号９７５頁、最高裁昭和５６

年(オ)第６０９号同６１年６月１１日大法廷判決・民集４０巻４号８７２

頁)の趣旨に照らして明らかである。」 

   なお、石に泳ぐ魚事件は、作家や、出版社の表現の自由と、小説のモデルと

なった被害者のプライバシー権との比較衡量を行う必要のある事案である。石

に泳ぐ魚事件最高裁第三小法廷判決は、対立諸利益の比較衡量を経た上で、プ

ライバシー権等に基づく出版の差止めを肯定したことに注意すべきである。 

   これに対し、本件は、被告国には、人権の享有主体性がない。そのため、人

権と人権との比較衡量を行うことすら必要性のない事案である。 

 ⑷ 結論 

以上の二つの最高裁判例を踏まえると、本件において、プライバシー権(人

格権)侵害を理由とする差止請求が認められるべきことは明白である。 

   この点において、被告国の主張は、プライバシー権について、およそ一切の

差止請求権が認容される余地がないとするものであり、最高裁判例に照らして

誤りである。 

 ⑸ 下級審裁判例 

   下級審の裁判例でも、被疑者について指紋データ・顔写真データの抹消請求

権を認めた例(東京地裁平成２５年５月２８日判決)、公開捜査用ポスターの撤

去請求権・公開捜査記事のウェブサイトからの削除請求権等を認めた例(盛岡

地裁平成２６年４月１１日判決・判例時報２２３２号８０頁)がある。いずれ

も人格権に基づき差止請求権が認められたものである。 
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４ 自由権としてのプライバシー権 

 ⑴ 被告国は、「仮に、原告が、その依拠する人格権(プライバシー権)の内容と

して、国からその行使を妨げられない人格的利益(消極的自由権)としてのそれ

を主張するものであったとしても、そのような人格的利益は、消極的自由権と

いう性質そのものからして、憲法上、国民の私生活上の自由について、公権力

の行使に対して保護されるものというにとどまるものであるから、それが国に

対し、積極的な作為(情報の抹消等)を認める根拠とはなり得ない。」旨の主張

を行っている。 

 ⑵ かかる主張の趣旨は、必ずしも判然としない。仮に、「自由権(国家からの自

由)は、国家に対する不作為請求権であり、社会権(国家による自由)は、国家

の積極的な作為を請求する権利である。原告らの差止・抹消請求は、国家の積

極的な作為を請求するものであり、社会権に該当する。一方、プライバシー権

は、自由権である。したがって、原告らの差止・抹消請求は認容されない。」

という趣旨であれば、根本的に誤りであることは言を俟たない。 

   自由権が国家に対する不作為請求権であることと、一旦国家により侵害され

た自由権を回復するために、国家に何らかの作為を求めることとは全く矛盾し

ないからである。 

 

５ まとめ 

  以上のとおり、被告国は、憲法を直接の根拠とする原告らの主張は、個人情報

の抹消を求める理由として、それ自体失当であると主張するが、誤りである。 

 

第４ 「原告らの主張に対する被告国の反論」について（その２） 

１ 被告国第１準備書面の１０頁において、被告国は、「仮に、プライバシーに関

わる事項について、人格権に基づく抹消請求を認め得る余地があるとしても、原
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告らの被告国に対する請求には理由がない」と主張している。 

すなわち、被告国は、「一般に、国や公共団体は、その行政目的を達成するた

め、法令の範囲内において、情報を収集し、収集した情報を保管、利用し、抹消

する権能を有して」いるから、当該情報が個人の肖像権やプライバシーに関わる

からといって、当然に人格権に基づく抹消請求が認められるものではなく、「国

又は公共団体の保有する個人に関する情報の収集手続に違法があり、国又は公共

団体が当該情報の保管、利用を継続することが社会通念上許容されないと認めら

れる場合に限り、当該個人は、人格権に基づき、当該情報の抹消を請求すること

ができると解すべきである。」として、東京地裁平成２５年５月２８日判決・判

例地方自治３７９号５７ページを引用している。 

しかし、この引用は正確ではない。同判決は、「国又は公共団体の保有する個

人に関する情報の収集手続に違法があり、国又は公共団体が当該情報の保管、利

用を継続することが社会通念上許容されないと認められる場合には、当該個人は、

人格権に基づき、当該情報の抹消を請求することができると解すべきである。」

と判示しているのであり、抹消請求ができる場合を例示しているにすぎない。被

告国の主張とは正反対の判決なのである。 

２ 被告国は、警察法２条１項を引用し、「法令の範囲内で必要な情報を収集して

いる。」と主張するが、まさにこの点が問題なのであり、警察庁警備局は、具体

的にどのような法令に基づいて、原告らの情報を保有しているのかを明らかにす

べきである。 

 

以上 

 


